










ご　　挨　　拶
　向夏の候、組合員皆様には、益々ご健勝にてご活躍の事とお慶び申

し上げます。平素より農協事業へのご理解とご協力を賜り厚くお礼申

し上げます。

　皆様のご利用と子牛価格の堅調な相場に支えられまして、平成30年

度決算では計画以上の当期剰余金を計上することができました。改め

まして御礼を申し上げます。

　昨年12月、環太平洋連携協定（TPP11）が発効し、農林水産物の約

53％で関税が即時撤廃され、また今年２月には欧州連合（EU）との

経済連携協定（EPA）も発効、更に今後、日米貿易協定交渉も始まり、

農業への影響が懸念されます。特に新協定発効後、冷凍・冷蔵牛肉の

輸入が伸び、国内で安価な輸入肉が市場を拡大しており、国産牛枝肉

価格への影響が心配されます。

　このような中、本年度、当組合は営農振興計画（５か年計画）の中

間年度を迎え、農業者の所得増大に向けた取り組みを進めており、販売高は6,943百万円と計画比

112％の進捗率となっております。今後も、組合員の営農とくらしを守ることを第一に、持続可能

な壱岐農業の確立に向けた更なる営農振興を進めてまいりますが、並行して、持続可能な農協の経

営基盤の確立に向けた事業運営体制の見直しも進めていかなければなりません。組合員と共にこの

課題を乗り越え、次代に繋いでいきたいと考えておりますので、皆様のご理解をお願い申し上げま

す。

　さて、本年度を振り返ってみますと、畜産においては、子牛市の市場取引ランキング平均価格部

門で全国５位という過去最高位の結果となりました。繁殖雌牛頭数も生産者皆様のご努力と増頭対

策等により６年ぶりに6,000頭台にまで回復し、7,000頭早期回復に向けた取り組みが進んでおりま

す。また、２月には壱岐生まれのスーパー種雄牛「平茂晴」号の功績を讃えた銅像が長崎県平戸市

の肉用牛改良センターに完成いたしました。壱岐産まれの種雄牛が長崎県をはじめ全国の畜産振興

に大きく貢献したことは壱岐の誇りであり、組合員皆様とともに喜びたいと思います。

　水稲においては、早期米「つや姫」が全量１等米の評価となり、品質・収量ともに好成績を残し

ました。また、県内初の試みとして一部をプレミアム米として販売を行い、壱岐産つや姫のブラン

ド化を進めております。今後も良質・良食味への取り組みを強化し更なるブランド化を目指してま

いります。

　園芸においては、アスパラガスが12年連続反収県下１位を達成いたしました。いちごでは、２年

連続で県部会表彰を受けるなど、壱岐の園芸技術が評価される素晴らしい年になりました。今後も

収量増大・品質向上に向けた取り組みを支援してまいります。

　その他にも、ながさき農林業大賞２部門でトップファーマーとして長崎県知事賞を受賞されるな

ど、組合員皆様の技術や経営が県下でもトップクラスであることが認められており、その技術・知

識を農業後継者に繋げるべく、今後も、関係機関と協力し後継者の育成に力を入れていく所存であ

ります。

　最後に、組合員・地域住民のためのJAとしてあり続けるために、持続可能な農協経営を目指し、

役職員一丸となって事業に取り組んでまいりますので、組合員皆様の更なるご支援、ご協力を賜り

ますよう心よりお願い申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。

壱岐市農業協同組合
　代表理事組合長　　

　　　川　﨑　裕　司 
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第54年度⎡平成30年４月１日から⎤⎣平成31年３月31日まで⎦事業報告

１．組合の事業活動の概況に関する事項

（1） 当該事業年度の末日における主要な事業活動の内容と成果

　平成30年度の事業活動の成果につきましては、昨年に引き続き、子牛価格の高値

維持等の影響により、畜産物の販売高で47億3,300万円、農畜産物全体でも66億9,200

万円と、計画以上の取扱高となりました。これもひとえに組合員の皆様の協同活動

に対するご理解と積極的な参画の賜物であり、深く感謝を申し上げます。

○計画達成状況

区　　　 分 項 目 30年度計画 30年度実績 計画対比

信 用 事 業

貯 金 37,500,000千円 37,479,182千円 99.94% 

預 金 27,000,000千円 28,252,363千円 104.64% 

貸 出 金 7,108,000千円 6,481,193千円 91.18% 

有 価 証 券 400,000千円 － － 

国 債 400,000千円 － － 

共 済 事 業 推 進 総 合 ポ イ ン ト 6,184,000Pt 6,604,400Pt 106.80% 

購 買 事 業 購買品供給・取扱高 2,564,000千円 2,757,428千円 107.54% 

販 売 事 業 販売品販売・取扱高 5,926,560千円 6,692,758千円 112.93% 



（2）当該事業年度における事業の経過

主な活動の記録

４月
　　１日　　棚卸監査　　

　　　２日　　新規採用職員辞令交付式
　　　２日　　新規就農者支援事業認定証交付式
　　　２日　　ＬＡ進発式
　　　５日　　農産加工部会役員会・監査会
　　　５日　　女性部本部役員会
　５～６日　　小菊（５、６月咲き）現地検討会
　　　６日　　資産自己査定担当者会
　　　６日　　アスパラガス立茎講習会
　９～10日　　子牛市
　10～12日　　アスパラガス立茎講習会
　　　11日　　第１回戦略会議
　　　11日　　21型大型圃場整備地区現地検討会
　　　12日　　女性部通常役員会
　　　13日　　農産加工部会総会
　16～19日　　定期監査
　　　17日　　ニンニク現地検討会及び

ニンニクの芽出荷目揃会
　　　17日　　畜産技術者会
　　　17日　　定休型ヘルパー定例会
　　　18日　　春カボチャ現地検討会
　　　18日　　つや姫育苗現地互評会
　　　18日　　女性部事業部長会
　　　18日　　貯金・金融外務担当者合同会
　　　19日　　スナップエンドウ出荷目揃会
　　　20日　　たまねぎ（青果）出荷協議会
　　　20日　　アムスメロン集合検討会
　20～21日　　共済事業管理者研修会・進発式
　　　22日　　休日ローン相談会
　　　23日　　第１回理事協議会
　　　23日　　第１回監事会
　　　24日　　壱岐地域集落営農法人経営支援協議会総会
　　　24日　　小菊（5、6月咲き）出荷目揃会
　　　24日　　ふれあい友の会通常総会
　24～25日　　定期監査
　　　27日　　第２回戦略会議

新規就農者支援事業認定証交付式

５月
　　１日　　小菊（5、6月咲）出荷目揃会
　　２日　　第１回理事会
３～５日　　四季菜館・壱番館ＧＷセール
　　７日　　種子大豆作付検討会
７～10日　　登録審査
　　８日　　春カボチャ現地検討会
　　８日　　労災保険特別加入組合通常総会
　　９日　　第２回監事会
　　９日　　大正琴教室代表者会
　　10日　　施設草花生産販売検討会
　　10日　　イチゴ現地検討会
　　10日　　青年部通常役員会
　　11日　　ミニトマト栽培講習会
　　11日　　壱岐地域環境保全協議会監査会
　　11日　　肥育部会総会
　　14日　　大麦種子圃場審査
　　14日　　米麦種子生産者協議会通常総会
14～15日　　春メロン現地検討会
14～16日　　廃プラ集荷
14～17日　　定期監査
　　15日　　壱岐集落営農法人連絡協議会通常総会
　　15日　　花卉部会役員会
　　15日　　農産加工部会役員会
　　15日　　第１回カルチャースクール・開講式
　　16日　　21型大型圃場整備地区現地検討会及び土づくり研修会
　　16日　　畜産技術者会
　　16日　　自衛防疫協議会総会
　　16日　　全和登・育種組合報告会
　　16日　　和牛部会長指導員合同会
　　17日　　加工業務用たまねぎ出荷協議会
　　17日　　ブロッコリー部会役員会
　　18日　　資産自己査定監査
　　18日　　柑橘部会役員会
　　18日　　アスパラガス部会役員会
　　18日　　旅行事業会
　　21日　　推進リーダー、新規採用職員共済研修会
　　22日　　ブロッコリー生産販売検討会
　　22日　　ふれあい友の会定例会
　　23日　　メロン部会役員会
23～24日　　アスパラガス現地検討会
23～24日　　共済推進事前研修会
　　24日　　青年部事業部長・事務局合同会
　　25日　　壱岐地域加工業務用産地育成協議会
　　25日　　壱岐地域環境保全協議会総会
　　25日　　中古農機・自動車展示会
　　28日　　第２回理事会
　　28日　　第３回監事会
　　28日　　実行組合長代表者協議会
　　29日　　ニンニク出荷目揃会
　　30日　　柑橘部会総会
　　30日　　電照小菊現地検討会

加工業務用たまねぎ出荷協議会



主な活動の記録

６月
１～２日　　子牛市
　　２日　　女性部営農研修
　　３日　　成肉牛市
　　４日　　第４回監事会
　　４日　　柑橘部会総会
４～５日　　つや姫中干し講習会
　　５日　　第１回年金友の会役員・事務局合同会
　　６日　　アムスメロン出荷目揃会
　　７日　　青色申告会研修会
　　８日　　第１回管理職会議
　　８日　　春インゲン出荷目揃会
　　８日　　フレッシュミズ発表会
　　９日　　第１回年金相談会
　　11日　　第３回理事会
　　11日　　第５回監事会
　　12日　　柑橘現地検討会
　　12日　　アスパラガス夏季交流会及び夏芽出荷目揃会
　　12日　　畜産技術者会
　　12日　　全共壱岐地区推進協議会報告会
　　12日　　ＥＴ研究会総会
　　12日　　貯金・金融外務担当者合同会
　　13日　　営農指導員定例会兼育成研修会
13～15日　　地区別説明会
　　14日　　ストック品種検討会
　　15日　　フレッシュミズ代表者会
15～16日　　四季菜館さなぶりフェスタ
　　18日　　ＬＡ研修会
18～19日　　つや姫追肥講習会
18～19日　　地区別説明会
　　19日　　定休型ヘルパー組合定例会
　　21日　　秋かぼちゃ生産販売検討会
　　21日　　相続研修会
　　22日　　ミニトマトⅠ型苗配布
　　22日　　壱岐地域鳥獣害防止対策協議会

通常総会・慰霊祭
23～24日　　島の駅壱番館創業祭
　　24日　　休日ローン相談会
25～29日　　水稲集合指導
　　26日　　第53回通常総代会
　　26日　　女性部総代会傍聴・役員会
　　27日　　乾燥ニンニク出荷協議会
　　27日　　ふれあい友の会定例会
　　28日　　第４回理事会
　　28日　　第６回監事会
　　28日　　青色申告会役員会
　　28日　　農業安全対策講習会
　　29日　　ミニトマトⅡ型苗配布
　　29日　　花卉部会通常総会

四季菜館　さなぶりフェスタ

７月
　　２日　　サマーミートフェア
　　３日　　秋かぼちゃ生産販売検討会及び

春かぼちゃ出荷目揃会
　　４日　　壱岐地域みつばち連絡協議会
　　５日　　登録審査
　　６日　　ミニトマトⅢ型苗配布
７～８日　　夏の大感謝祭
９～11日　　共済審査員（共通）研修会
　　11日　　秋アールス作付検討会
　　11日　　青果・加工業務用たまねぎ生産販売検討会
11～12日　　登録審査
11～13日　　体制整備モニタリング
　　12日　　共済代理店連絡協議会
　　12日　　夏小菊出荷目揃会
12～13日　　夏小菊現地検討会
　　13日　　柑橘現地検討会
　　13日　　自然災害査定研修会
　　17日　　夏小菊立毛品評会
　　17日　　畜産技術者会
　　18日　　ブロッコリー栽培講習会
　　18日　　年金友の会ゲートボール大会
19～20日　　小菊専門部会先進地研修
　　20日　　教育文化活動協議会
　　20日　　第３回戦略会議
　　21日　　青年部親睦スポーツ大会
　　23日　　第１回管理・金融専門委員会
　　23日　　第１回経済専門委員会
　　23日　　柑橘現地検討会
　　23日　　第13回壱岐牛出荷組合枝肉共励会
　　23日　　受託貸付事務説明会
　　24日　　青色申告会通常総会
　　24日　　ふれあい友の会定例会
　　24日　　「和彦栄」現検牛購買
24～25日　　信用事業内部統制整備状況確認調査
　　25日　　スナップエンドウ生産販売検討会
　　25日　　21型大型圃場整備地区現地検討会
　　26日　　第32回農協まつり第１回推進委員会
　　26日　　メロン部会役員会
26～29日　　フォークリフト講習会
　　27日　　ミニトマト現地講習会
　　28日　　家の光クッキングフェスタ in 壱岐
　　28日　　第24回長崎和牛系統枝肉共励会
　　30日　　第５回理事会
　　30日　　第７回監事会
　　30日　　地域農業を考える研修会
30～31日　　水稲集合指導

「いきいき納豆」販売促進活動



主な活動の記録

８月
１～２日　　子牛市
　　２日　　秋かぼちゃ栽培講習会
　　４日　　親と子のつどい
４～５日　　ララコープ視察（つや姫）
　　５日　　青年部農作業安全広報活動
　　６日　　ミニトマト部会役員会
　　６日　　農産加工部会役員会
６～７日　　保証条件整備状況調査
　　８日　　アムスメロン出荷目揃会
　　８日　　石田支所ミニ展示会
　　９日　　「私たちのＪＡ自己改革」推進大会
　　９日　　スナップエンドウ栽培講習会
　　10日　　ＬＡ研修会
16～17日　　つや姫刈取適期講習会
　　17日　　後継者育成事業報告会
　　17日　　ミニトマト出荷目揃会及び現地検討会
　　17日　　畜産技術者会
　　17日　　和牛部会長・指導員合同会
　　20日　　つや姫立毛評価会
　　20日　　共済スマサポ研修会
　　21日　　第32回農協まつり第１回実行委員会
　　21日　　秋かぼちゃ現地検討会
　　21日　　定休型ヘルパー定例会
　　21日　　農業メイン強化先同行訪問
　　22日　　第４回戦略会議
　　22日　　芦辺支所メイン化モデル店舗検討会
　　23日　　小菊親株管理講習会
23～24日　　随時監査
　　24日　　イチゴ株冷Ⅰ型入庫
　　24日　　ブロッコリー現地検討会
24～26日　　直売所　肉の日セール
　　26日　　休日ローン相談会
　　27日　　第２回経済専門委員会
　　27日　　第２回管理・金融専門委員会
　　27日　　女性部本部役員会
27～28日　　畜特検討会
　　28日　　イチゴ株冷Ⅱ型入庫
　　28日　　ふれあい友の会定例会
　　28日　　いちご部会総会・出荷反省会
　　29日　　営農指導員定例会及び育成研修会
　　30日　　菜の花栽培講習会
　　31日　　第６回理事会
　　31日　　第８回監事会
20～９月21日全戸訪問（准組合員）

石田支所ミニ展示会

９月
３～４日　　高菜先進地視察
３～５日　　自動車共済審査員養成研修
　　４日　　青年部通常役員会
４～５日　　年金同行推進
　　６日　　女性部役員・事務局合同会
６～７日　　花卉部会市場研修
　　７日　　自己査定対策会議
　　８日　　年金相談会
８～14日　　いちご花芽顕鏡
　　10日　　ニンニク栽培講習会
　　10日　　たまねぎ栽培講習会
10～13日　　登録審査
　　11日　　柑橘部会現地検討会
11～12日　　自動車共済審査員養成研修
　　12日　　壱岐青色申告会連絡協議会定期総会
　　12日　　廃プラ処理（たばこ）
13～14日　　貯金者データ整備に係る内部監査
　　14日　　第２回女性部カルチャースクール
　　18日　　ブロッコリー現地検討会及び春作検討会
　　18日　　畜産技術者会
　　18日　　第９回壱岐市枝肉共励会
　　19日　　秋かぼちゃ現地検討会
　　19日　　第９回壱岐市和牛共進会勝本町選考会
　　20日　　第５回戦略会議
　　20日　　集落営農法人経営研修会及び

大麦生産拡大に向けた合同座談会
　　20日　　小菊専門部会役員会
　　20日　　にこまる種子圃場審査
　　20日　　第12回食べてみんね長崎和牛枝肉共励会
　　20日　　農業メイン強化先同行訪問
　　21日　　なつほのか種子圃場審査
　　21日　　大豆種子圃場審査
　　22日　　職員資格認定試験3級研修
　　25日　　第３回管理・金融専門委員会
　　25日　　第３回経済専門委員会
　　25日　　ふれあい友の会定例会
　　25日　　秋アールスメロン現地検討会
26～27日　　アスパラガス現地検討会
26～28日　　いちご現地検討会
　　27日　　電照小菊栽培検討会
　　27日　　第７回理事会
　　27日　　第９回監事会
　　28日　　青年部本部役員会
28～30日　　棚卸・現金監査

アスパラガス現地検討会



主な活動の記録

10月
２～３日　　子牛市
　　４日　　成肉牛市
　　４日　　アスパラガス部会役員会
　　４日　　農産加工部会役員会
　　４日　　青年部通常役員会
　　５日　　インゲン出荷目揃会
　　５日　　ミニトマト中間目揃会
　　５日　　第５回ＪＡ壱岐市年金友の会

グラウンドゴルフ大会実行委員会
　　６日　　信用事業業務検定試験
　　７日　　ハラン出荷目揃会
　　９日　　いちご部会役員会
　　10日　　第32回農協まつり第２回推進委員会
　　10日　　コンプライアンス研修
　　10日　　大正琴代表者会
　　10日　　秋かぼちゃ現地検討会
　　11日　　柑橘部会役員会
　　11日　　柑橘現地検討会
　　12日　　自己査定担当者会
　　12日　　女性部本部役員会
　　15日　　ニンニク現地検討会
　　16日　　青色申告会研修会
　　16日　　畜産技術者会
16～18日　　監督者研修
　　17日　　貯金・金融外務担当者合同会
　　17日　　芦辺支所メイン化モデル店舗検討会
　　18日　　第２回理事協議会
　　18日　　小菊栽培検討会
　　18日　　ＬＡ下期対策会議
　　18日　　メイン強化先同行訪問
　　19日　　ブロッコリー出荷協議会
　　19日　　農産物検査員研修
　　20日　　職員資格認定試験（3級）
　　20日　　集落リーダー育成塾
　　21日　　休日ローン相談会
22～23日　　定期監査
22～23日　　廃プラ集荷
　　23日　　21型大型圃場整備地区現地検討会
　　23日　　ふれあい友の会定例会
　　25日　　花卉部会役員会
　　25日　　第９回壱岐市和牛共進会
　　26日　　第６回戦略会議
　　26日　　秋メロン出荷目揃会
　　27日　　第２回集落リーダー育成塾
　　28日　　第52回女性部親睦レクリエーション大会
　　29日　　スナップエンドウ出荷目揃会
　　30日　　第８回理事会
　　30日　　第10回監事会

女性部親睦レクリエーション大会

11月
　　１日　　寒小菊出荷目揃会
　　１日　　寒小菊現地検討会
　　１日　　柑橘出荷目揃会
　　１日　　柑橘現地研修会
１～２日　　定期監査
１～２日　　壱岐集落営農法人連絡協議会先進事例視察研修
　　２日　　スマイルサポーターロールプレイング大会
　　３日　　食肉フェスタ（福岡）
５～６日　　定期監査
５～７日　　地方審査員研修会
５～８日　　春かぼちゃ栽培相談会
７～８日　　定期監査
　　10日　　職員資格認定試験（2級）
10～11日　　第32回農協まつり
10～11日　　ローン相談会
　　12日　　登録審査
14～16日　　農産物検査員育成研修
14～16日　　登録審査
　　15日　　春かぼちゃ実績検討会及び秋かぼちゃ出荷協議会
　　16日　　第11回監事会
　　19日　　第７回戦略会議
　　20日　　青色申告会役員会
　　20日　　アスパラガス部会役員会
　　20日　　畜産技術者会
　　20日　　定休型ヘルパー組合定例会
　　21日　　第４回経済専門委員会
　　21日　　第４回管理・金融専門委員会
21～22日　　和牛部会長会研修
　　22日　　壱岐産素牛枝肉共励会
23～25日　　四季菜館創業祭
　　25日　　集落リーダー育成塾
　　26日　　第17回壱岐牛枝肉共励会
26～27日　　柑橘部会先進地視察研修
　　27日　　第９回理事会
　　27日　　第12回監事会
　　27日　　第３回女性部カルチャースクール
　　28日　　ふれあい友の会定例会

秋かぼちゃ出荷協議会



主な活動の記録

12月
１～２日　　子牛市
　　３日　　成肉牛市
　　３日　　第50回九州産肉牛枝肉共進会
　　３日　　倉前検査
　　４日　　自己査定対策会議
　　４日　　アスパラガス部会監査会
　　４日　　農産加工部会役員会
　　４日　　共済保全対策会議
　　４日　　アスパラガス現地検討会
　　５日　　直検牛購買
　　５日　　種雄牛展示会
６～７日　　アスパラガス現地検討会
　　７日　　金融機関防犯訓練
　　８日　　年金相談会
　　９日　　第32回大正琴教室発表会
　　10日　　実行組合長代表者協議会
　　10日　　水稲育苗センター代表者会
10～12日　　いちご現地検討会
　　11日　　アスパラガス部会通常総会
　　11日　　種子大豆下見検査
　　12日　　青色申告会研修会
　　12日　　畜産技術者会
　　14日　　フレッシュミズ交流会
　　15日　　集落リーダー育成塾
　　17日　　第２回管理職会議
　　17日　　にこまる種子検査
　　18日　　高等登録審査
　　18日　　定休型ヘルパー定例会
　　20日　　21型大型圃場整備地区現地検討会
　　20日　　営農指導員定例会・育成研修会
　　21日　　第３回理事協議会
　　21日　　中古農機・自動車展示会
　　21日　　第13回監事会
　　25日　　第10回理事会
　　25日　　第14回監事会
　　26日　　第32回農協まつり第3回推進委員会
　　26日　　つや姫生産販売検討会
　　26日　　第４回女性部カルチャースクール
　　28日　　仕事納め式

第32回大正琴教室発表会

１月
４～５日　　直売所両店舗初売セール

　　７日　　仕事始め式

７～21日　　認定農業者との対話運動

　　９日　　大麦現地講習会

　　９日　　登録審査

　　10日　　資産自己査定担当者会

　　10日　　女性部本部役員会

　　11日　　登録審査

　　11日　　たまねぎ現地検討会

　　12日　　青年部活動実績発表大会

　　15日　　畜産技術者会

　　15日　　部会長合同会

　　16日　　第５回女性部カルチャースクール及び閉講式

16～17日　　登録審査

　　17日　　メロン部会役員会

　　17日　　クラスターＴＶ会議

　　18日　　芦辺支所メイン化モデル会議

　　20日　　休日補助事業等相談会

21～22日　　つや姫販売促進

　　22日　　ふれあい友の会定例会

　　23日　　第３回管理職会議

　　23日　　アスパラガス部会役員会

23～24日　　経理事務・消費税研修会

　　24日　　種子大豆倉前検査

24～25日　　つや姫栽培説明会

　　25日　　第４回理事協議会

　　28日　　女性部通常役員会

　　29日　　第11回理事会

　　29日　　第15回監事会

　　29日　　メロン生産販売検討会

　　31日　　ストック出荷目揃会及び現地検討会

認定農業者との対話運動



主な活動の記録

２月
　　１日　　事故車両搬入対策会議・事務処理検討会
　　１日　　購買者交流会
１～２日　　子牛市
　　２日　　信用事業業務検定試験
　　３日　　成肉牛市
　　６日　　営農座談会
６～７日　　随時監査
７～８日　　取引時確認店舗巡回事務指導
　　８日　　柑橘剪定講習会
　　８日　　メロン生産販売検討会
　　８日　　平茂晴除幕式及び振興大会
８～９日　　春の大感謝祭
11～12日　　定休型ヘルパー研修会
　　12日　　農産加工部会役員会
12～15日　　営農座談会
　　13日　　畜産技術者会
　　13日　　信用事業協議会
　　13日　　仕組改訂研修会・有資格者研修会
13～14日　　随時監査
　　14日　　労務管理研修会
　　14日　　女性部監査会
　　14日　　女性部本部役員会　
　　15日　　人工授精師会全国大会
　　15日　　ＪＡ畜産・飼料担当者会
　　18日　　第８回戦略会議
　　19日　　壱岐集落営農法人連絡協議会通常総会
　　19日　　アスパラガス出荷目揃会
　　19日　　肉用牛大学講習会
　　20日　　第５回理事協議会
　　20日　　女性部通常総会
　　20日　　育種組合現地検討会　
　　22日　　アムスメロンⅠ型苗配布
　　26日　　第12回理事会
　　26日　　第16回監事会
　　26日　　ふれあい友の会定例会
12～３月11日組合員全戸訪問活動

営農座談会

３月
　　１日　　青年部通常役員会
　　２日　　年金相談会
　　３日　　アンパンマンキャラバン
　　３日　　壱岐の島笑いの一日バスツアー
　　４日　　農作業受託組合連絡協議会
　　４日　　壱岐牛枝肉共励会
　　５日　　自己査定対策会議
　　５日　　アムスメロンⅡ型苗配布
５～８日　　冬季畜産講習会
　　６日　　たまねぎ現地検討会
　　６日　　柑橘新品種導入説明会
　　６日　　青年部監査会
　　８日　　第６回理事協議会
11～14日　　地区別説明会
11～14日　　登録審査
　　12日　　春ヒナ苗配布
　　13日　　21型大型圃場整備地区現地検討会
　　15日　　サカキ・シキミ現地講習会
15～22日　　両直売所お彼岸セール
　　18日　　地区別説明会
　　18日　　畜産技術者会
　　19日　　春かぼちゃ現地検討会
19～20日　　共済仕組改訂研修会
　　20日　　監事研修会
　　20日　　ミニトマト部会通常総会
　　22日　　第９回戦略会議
　　22日　　新規就農者研修事業並びに

後継者育成事業審査委員会
　　22日　　青年部通常総会
　　25日　　第７回理事協議会
　　25日　　つや姫生産部会通常総会
　　26日　　ふれあい友の会定例会
　　27日　　第13回理事会
　　27日　　第17回監事会
29～31日　　現金・棚卸監査

冬季畜産講習会

理 事 会 13回 経 済 専 門 委 員 会 ４回
監 事 会 17回 理 事 協 議 会 ７回
管理・金融専門委員会 ４回 監 査 日 数 31日



（3）財務・事業成績の推移 （単位：千円）

区　　分 項　　　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度
平成30年度

（当　期）

財 務

事 業 利 益 141,163 128,707 118,007 57,542

経 常 利 益 216,699 192,872 172,592 124,643

当 期 剰 余 金 112,817 136,739 125,569 47,199

総 資 産 41,129,708 42,058,502 41,755,771 41,431,071

純 資 産 2,098,006 2,165,101 2,261,372 2,303,864

単体自己資本比率 11.14% 10.72% 10.94% 10.69%

信 用 事 業

貯 金 37,029,691 37,925,419 37,438,039 37,479,182

預 金 27,397,503 27,752,743 27,160,364 28,252,363

貸 出 金 7,084,347 7,006,408 7,065,442 6,481,193

有 価 証 券 － 371,120 383,120 － 

国 債 － 371,120 383,120 － 

共 済 事 業
長 期 共 済 保 有 高 186,721,558 182,658,818 178,621,096 176,100,194

短期共済新契約掛金 489,750 494,328 508,444 490,459

購 買 事 業 購買品供給・取扱高 2,748,317 2,725,123 2,682,089 2,757,428

販 売 事 業 販売品販売・取扱高 6,014,812 6,700,241 6,693,356 6,692,758



（4）部門別活動報告

畜産部門では

　全国的に繁殖牛飼養頭数は増加の傾向にあるものの、子牛取引において需給と供給のバランスの
回復には至らず、依然子牛価格は高騰し異例の状況が継続しています。 　　　
　壱岐家畜市場においても子牛平均価格が825千円と、前年度の837千円を12千円下回りましたが、
日本農業新聞調査子牛市場ランキングで全国第５位、肉用牛ジャーナル誌調査の黒毛和牛雌牛年間
取引価格において全国第13位、同じく去勢の部においては全国第４位となり依然高止まり傾向で推
移し、繁殖農家にとっては増収増益の一年となりましたが、肥育農家にとっては依然素牛価格の高
騰に加え、ふるさと納税制度の見直しの検討が動き出す中、牛肉消費の減速が顕著に現れた結果、
枝肉価格の低調な推移など厳しい状況が続いています。 　
　また、繁殖雌牛飼養頭数が5,919頭から6,047頭に回復したにも関わらず、子牛上場頭数が4,070頭
と前年の4,244頭から174頭減少した原因は、子牛登記数並びに12ヶ月齢未満の産子の事故率に大幅
な増減が見受けられず、雌子牛の上場頭数が1,756頭と前年対比93％（1,882頭）と126頭減少して
いることから、雌子牛も高騰の煽りを受け自家保留に向けられていると考えられます。 　
　緊急増頭対策につきましては、継続している「JA壱岐市チャレンジ7000事業」が効果を発揮し、
前年対比において増頭に転じることが出来ました。 　
　今後も、各畜産関係機関で組織する増頭対策プロジェクトチームを中心に、異業種からの畜産へ
の参入、新たな法人組織設立による参入を含め繁殖農家の協力を仰ぎながら、繁殖牛6,000頭の維
持と7,000頭への早期回復、子牛販売5,200頭の達成、肥育牛1,600頭、枝肉出荷1,100頭の拡大に向
けて今後も継続して取り組んで参ります。 

◆ 畜産指導販売
⑴ 優良牛の増殖推進

壱岐市肉用牛改良方針を実践するとともに、目標に掲げた7,000頭早期回復に向けた緊急増
頭対策の JA壱岐市チャレンジ7000事業の取り組みにより、繁殖雌牛頭数は、前年度末から
128頭の増頭に転じ、6,047頭の結果になりました。 
① JA壱岐市チャレンジ7000事業については、22頭（初妊牛19頭・妊娠牛３頭）の導入実績
となりました。
② 長崎県家畜導入事業については、計画180頭に対し、156頭（子牛66頭・AA42頭・初妊牛46頭・
妊娠牛２頭）の導入実績となりました。
③ 肥育事業については、肉用牛素畜預託事業を実施し、計画295頭に対し、299頭の実績とな
りました。
④ ヘルパー制度を活用し、市場出荷及び各種引き出し・給餌作業に取り組むとともに、昨年
発足し運用を開始した定休型肉用牛ヘルパー組合の活用により、労働時間の軽減を確立しつ
つあります。

⑵ 販売対策
県内産種雄牛の保留推進により、産肉性の向上と購買者誘致に努めた結果、子牛の平均価

格は825千円で、依然高止まり傾向にあり、販売頭数は4,200頭の計画に対し、4,070頭の実
績（96.9％）で130頭下回ったものの、販売金額は2,940,000千円の計画に対し3,358,509千円
（114.2％）で418,509千円の増加となりました。  

畜産・営農部門



⑶ 肥育センター

枝肉販売は、340頭の計画に対し、310頭（去勢163

頭・雌147頭）の実績になりました。 　

　枝肉成績は、上物率去勢97.5％・雌91.8％で平均価

格去勢1,231千円・雌1,069千円となり、前年比93.1％

の実績となりました。 

項　　　目 計　　　画 実　　　績 達　成　率
収 益 359,680千円 376,571千円 104.7％
費 用 364,090千円 364,207千円 100.0％
差 引 損 益 △4,410千円 12,364千円 －

⑷ 子牛共同育成管理施設（第１キャトル・第２キャトル・CBS育成施設） 

受入計画1,044頭に対し、941頭（90.1％）の実績で、出荷計画は1,056頭に対し、935頭（88.5％）

の実績となりました。平均販売価格は雌で713,607円（前年比97.2％）・去勢で863,752円（前年

比99.5％）の実績となりました。 

⑸ 堆肥センター

原料受入計画4,400ｔに対し、4,520ｔ（102.7％）の実績で、製品販売計画2,380ｔに対し、

2,723ｔ（114.4％）の実績になりました。

オガクズ販売計画6,740㎥に対し、8,091㎥（120.0％）の実績となりました。。

⑹ 人工授精・受精卵移植（ＥＴ事業） 

壱岐子牛適正交配マニュアルに沿って事業に取り組むとともに、肥育部会員の枝肉成績の

データを基に産肉能力の優れたドナー牛（供卵牛）の提供をお願いし、付加価値の高い受精卵

の移植に取り組みました。 　

　人工授精頭数は計画4,800頭に対し4,387頭（91.4％）、受精卵移植は計画120頭に対し45頭

（37.5％）の実績となりました。  

⑺ 繁殖研修センター

子牛販売頭数は、計画70頭に対し71頭（101.4％）の実績、販売金額は、計画43,540千円に対し、

44,375千円（101.9％）で平均価格625千円となりました。  

⑻ 初妊牛育成事業（CBS施設）

販売頭数は、計画80頭に対し74頭（92.5％）の実績、販売金額は、計画77,770千円に対し、

89,995千円（115.7％）で平均価格1,216千円となりました。 

第９回壱岐市和牛共進会



営農部門では
　持続可能な循環型農業の確立を目指し、水稲においては高温耐性品種の優位性の周知を図り、主
力品種のつや姫、にこまるについてはすべて１等米となりました。また、本年産米より年度内買取
精算を実施し、精算の早期化に努めました。
　園芸においては、水田フル活用と集落営農組織の経営多角化へ向けて、新たな加工業務用野菜の
本格的な実証栽培を実施し、今後の振興に繋がる成果が得られました。

◆ 営農指導販売
⑴ 農産部門
１）壱岐産米ブランド確立への取り組み
種子更新及び生産履歴の記帳を徹底し、ＪＡ米として安全安心の米作りを実践しました。
また、麦作後の普通期水稲「なつほのか」への品種転換を図り21型圃場整備区域へ生産振興
を行いました。
　販売面では、特別栽培米の取り組みにより、白米の
年間契約やインターネット直販等を強化し、販路拡大
に努めました。
２）主食用米の集荷実績（30㎏ /袋）

コシヒカリ 19,091袋　　
つや姫 25,297袋
にこまる 25,799袋　　　
ヒノヒカリ 1,966袋
なつほのか 7,458袋
その他 1,847袋　　　
合　　計 81,458袋

３）用途限定米穀の生産振興
契約栽培により、種子籾の生産を行い、つや姫464袋、なつほのか416袋、にこまる1,300袋、
袋計2,180袋（20kg/ 籾）、発芽玄米用籾500袋（20kg/ 籾）の集荷実績となりました。
４）麦類の生産振興

畑作物の所得補償制度を活用し、基盤整備地区を中心に生産拡大に努め、生産面積は
183ha となりました。集荷実績は568ｔとなり、壱岐焼酎用原料として販売しました。
　また、島内焼酎メーカーとの助成契約を継続して締結し、生産者所得向上に努めました。
併せて、採種事業にも取り組みはるか二条1,450袋（25kg/ 袋）の集荷実績となりました。
５）大豆の生産振興
麦と同様に畑作物の所得補償制度を活用し、基盤整備地区を中心に生産拡大に努め、生産
面積は55ha となりました。集荷実績は49ｔとなり、全農に委託販売を実施し、一部は島内
加工用への斡旋を図りました。
　また、県内で唯一採種事業に取り組み、優良種子生産に努め、324袋（30kg/ 袋）の集荷
実績となりました。
６）農作業受委託事業の推進
作業受託登録組合（23組合）と水稲育苗センター（５組合）の充実を図り、機械作業や水
稲苗及びブロッコリー苗の斡旋に努めました。

⑵ 園芸部門
１）施設園芸

アスパラガス・イチゴ・メロン・ミニトマトを中心
に振興を図りました。 アスパラガスにおいては12年連
続反収県下第１位の快挙を成し遂げました。

面　積 実　績
アスパラガス 13.9ha 379,829千円
イチゴ 3.6ha 185,417千円
メロン 3.9ha 50,698千円
ミニトマト 1.2ha 19,198千円

アスパラガス部会通常総会

つや姫生産部会総会



２）露地野菜
ブロッコリー・カボチャ・たまねぎを中心に振興を

図りました。
面　積 実　績

ブロッコリー 18.0ha 36,991千円
カボチャ 20.0ha 42,684千円
たまねぎ 8.8ha 13,916千円

３）花 き 類
小菊・施設草花を中心に振興を図りました。

面　積 実　績
小菊 7.3ha 39,641千円
施設草花 1.5ha 20,301千円
その他 2.0ha 11,155千円

４）新設ハウス導入事業等の実施
面積及び数量 補　助　事　業

アスパラガスハウス 61.2a 新構造改善加速化支援事業
ミニトマトハウス 4.5a 産地パワーアップ事業
※その他、分業化に向けた各種機械導入。

５）労災保険特別加入組合
農業者の労災保険特別加入の推進を図り、農業労働災害の防止に努めました。
（加入者261名）

６）農家労働力支援事業
ヘルパー登録会員による農作業支援に取り組み、農家への労力提供及び規模拡大に寄与し
ました。

⑶ 産直部門
１）ふれあい友の会
会員が栽培された新鮮且つ安全・安心な旬の野菜を直売所で販売することができました。
しかしながら、時期によって野菜が少ない時があり今後の生産・販売体制の検討が必要と
なりました。
２）農産加工部会
物産展や商談会に積極的に参加し、農産加工品の販売及びＰＲ活動を実施しました。
また、いき壱岐納豆が長崎国際テレビで紹介され、壱岐ゆず生産組合の商品より新たに「長
崎四季畑」認証商品も生まれ、広く消費者へ認知いただくことができました。

　　＊農・畜産物取扱高実績
項　　　目 計　　　画 実　　　績 達　成　率
農 産 713,290千円 1,046,696千円 146.74％
園 芸 987,570千円 912,371千円 92.39％
畜 産 4,225,700千円 4,733,690千円 112.02％
合 計 5,926,560千円 6,692,758千円 112.93％

ブロッコリー出荷協議会



◆ 生　活　指　導
⑴ 健康管理活動の推進
健康管理体操に取り組みました。

⑵ 文化活動の推進
大正琴発表会や家の光カルチャースクールを開催し、文化活動の推進に取り組みました。

⑶ 生活資材の商品研修と共同購入
料理講習会の開催・共同購入やくらしの宅配便の利用等でＡコープ商品愛用運動を展開しま
した。

◆ 組　織　指　導
⑴ 青　年　部
部員の親睦と連帯意識、また若年層の青年部活動に対する参加意識高揚を図るため、恒例の
親睦スポーツ大会を開催しました。全支部参加を頂き白熱した試合が展開されました。
　箱崎支部が優勝を勝ち取り、その後の県大会に於いて箱崎支部が準優勝、勝本支部が第３位
に入るなど壱岐支部の活躍が目立ちました。
　ＪＡ長崎県青年大会に、勝本支部の植村広志さんが「地域を支える青年部活動」と題して発
表されました。残念ながら九州大会出場はできませんでしたが、地域・学校・他組織と協力し
ながらの幅広い活動が高い評価を受けました。
①各支部での食農教育（学童農園・収穫祭など）
②活動実績発表大会の開催
（最優秀：田河支部　市山裕紀さん）
③ＪＡフェスタへの参加（看板コンクール・ゲーム・出店）
看板最優秀賞　勝本支部
全青協看板コンクール　県審査優秀賞　志原支部
（全国審査へ出品）
④１分間コマーシャル動画コンテスト長崎県予選へ応募
県優秀賞　鯨伏支部（九州審査へ出品）
⑤農業振興への取り組み

⑵ 女　性　部
農業情勢も厳しい中ですが前向きに明るく活動を行いました。52回目となった恒例の親睦レ
ク大会では勝本地区が初優勝、綱引きでは鯨伏地区が圧巻の５連覇、最後となった芸能合戦で
は該当地区の部員によるグランドいっぱいに繰り広げられるパフォーマンスで、平成最後と
なったレク大会を盛り上げました。
　初開催の家の光クッキングフェスタでは地域の方に地元の食材の良さやＪＡのことを身近に
感じてもらおうと料理評論家の「きじまりゅうた先生」を講師に招き、先生が考案されたレシ
ピを部員が心を込めて作り160名の参加者にふるまい、先生の料理のデモンストレーション等
で大変盛り上がりました。
　各事業においても、各種研修、カルチャースクール、ＪＡフェスタバザー、フレッシュミズ
の親と子のつどい等、活発な活動を行いました。また、九州女性協学習会の活動実績の部で、
石田地区の今西眞琴さんが長崎県代表として堂々と発表され、全国フレミズ作文コンクールで
は箱崎地区の松永靖子さんが全国優良賞を受賞されました。
　こうした功績の中ではありますが、部員減少という大きな問題もあり、改革の時期がきてい
ることも視野に入れ、時代にあった魅力ある活動を展開していくことが今後の課題です。
①第52回親睦レクリエーション大会の開催
②家の光クッキングフェスタの開催
③フレッシュミズ発表会の開催
④家の光普及推進、カルチャースクールの開催
⑤第32回親と子のつどいの開催
⑥フレッシュミズ交流会の開催
⑦自給野菜の作付普及（ファミリープラスワン計画）
⑧各種研修（Ａコープ料理、共済、営農）
⑨青年部との情報交換会
⑩九州女性協学習会・長崎県家の光大会、全国女性大会
への参加

青年部活動実績発表大会

家の光クッキングフェスタ in 壱岐



生産販売高

子　牛
3,358,509
 (50.2%)

成肉牛他
1,375,181
(20.5%)

米
987,166
(14.7%)

イチゴ　185,417　(2.8%)

メロン　50,698　(0.8%)

アスパラガス　379,829　(5.7%)

花卉　71,097　(1.1%)
ミニトマト　19,198　(0.3%)

麦・大豆　59,530　(0.9%)

その他　88,692　(1.3%)
直売所　74,756　(1.1%)

販売高
6,692,758千円
(100%)

カボチャ　42,684　(0.6%)
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畜産物　合計　4,733,690千円
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指導事業収支

補助金
134,964
(86.7%)

賦課金
15,304
(9.8%)

実費収入　5,359　(3.5%)

収　入
155,627千円
(100%)

支　出
197,522千円
(100%)

補助事業
畜産対策費
30,861
 (15.6%)

営農改善費
25,374
(12.9%)

畜産対策費
24,962
(12.6%)

教育情報費
13,202　(6.7%)

生活文化事業費　3,217　(1.6%)

家畜振興負担金
3,800　(1.9%)

農政活動費
980　(0.5%)

補助事業
営農改善費
95,126
(48.2%)

　＊受託販売品取扱実績 （単位：千円）
品 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

米 650,224 691,706 729,075 987,166
麦・ 大 豆・ 雑 穀 42,426 39,182 37,832 59,530
野 菜 501,918 480,234 465,742 510,613
果 実 237,011 234,743 253,322 242,887
花 き・ 花 木 72,162 75,267 69,383 71,097
畜 産 物 4,414,033 5,091,695 5,039,378 4,733,690
そ の 他 19,527 11,943 19,730 13,017

直売所（ファーマーズマーケット） 77,511 75,471 78,894 74,756
合 計 6,014,812 6,700,241 6,693,356 6,692,758

　＊保管事業収益 （単位：千円）
科 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
保 管 料 12,235 13,395 13,336 21,093

担い手支援部門

　地域農業の持続的発展に向け、各種研修会の開催、経営発展に向けた事業提案や業務支援、運営

及び経営面における指導及び支援を実施し、集落営農組織等の担い手経営体の育成と共に支援体制

の拡充に努めました。 

⑴ 担い手育成

実務的且つ実効性のあるワンストップ支援体制として設置している担い手サポートセンター

において、毎週火曜日の定例相談日を中心に、担い手農家からの相談への対応や要請に対する

支援策の提案を行い、タイムリーな営農指導の提供や農家組合員のニーズ把握を行いました。

　また、地域農業の担い手として、集落営農の法人化及び組織化に向けた提案や地域内の合意

形成支援活動を展開しました。（平成30年度２組織法人化　累計29集落営農法人） 

⑵ 新規就農者支援事業・後継者育成事業

農業後継者の育成に向けて、新規就農者支援事業において３名の就農研修を行いました（ア

スパラガス２名・いちご１名）。

また、後継者育成事業において農業高校及び農業大学校への就学資金の支援を行っています。



⑶ 青色申告

青色申告会会員を対象に、記帳代行支援及び各種税務研修会を開催し、経営改善に向けた支

援に取り組みました。

　また、広報誌等により、青色申告の推進及び農業関連税制の情報提供を行い、適正税務申告

への啓発を行いました。

◆ 一　般　購　買

① 牧草専用肥料の宣伝推進に努めコスト低減を図りました。

② 2018夏の大感謝祭ではアグリプラザ四季菜館との共同開催により購買事業のＰＲを図りまし

た。

③ 担い手・法人等を中心に実施した３回の戸別訪問推進を通じ取扱量の拡大を図りました。

◆ 農 機 具 事 業

① 農業生産法人・集落営農組織などへ訪問推進を行いました。

② 総合展示会（３回）・ミニ展示会を実施し、新機種などの情報発信に努めました。

③ 各地区整備会の開催、農閑期を利用した希望農家への訪問点検を実施しました。

④ 中古展示会を開催し、販売強化に努めました。

◆ 自 動 車 事 業

① 各支所と連携した推進活動を実施しました。

② ＪＡ共済レッカー・ロードサービスの枠組みを維持し、契約者ニーズやサービスの拡大に努

めました。

③ 総合展示会（３回）を通じて、低燃費車・今後義務化される衝突被害軽減ブレーキシステム

等「安全・安心な車」の商品提供を行いました。

④ 各種講習会へ積極的に参加し整備技術の向上を図り、迅速・丁寧な整備に努めました。

⑤ 中古展示会では、ネットオークション等の活用で展示車両を増やし事業拡大に取り組みまし

た。

◆ 給 油 所 事 業

① ドライブウェイサービスの充実及び洗車など油外商品の声掛けに努めました。

② 県下統一キャンペーンやワンデーキャンペーンの実施により新規顧客の獲得に努めました。

③ コスト削減につながる営農用燃料の価格設定により供給量の拡大を図りました。

④ LPガス新規利用者の獲得はできましたが、オール電化の普及により事業拡大には繋がりま

せんでした。

購 買 部 門



　＊購買品供給高の推移 （単位：千円）

品 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

生

産

資

材

肥 料 247,425 246,165 232,379 239,297

農 薬 124,249 129,500 122,766 124,199

飼 料 972,982 966,253 1,028,860 1,041,167

そ の 他 238,629 214,048 235,747 228,014

（生産資材　小計） （1,583,285） （1,555,966） （1,619,752） （1,632,677）

農 機 具 295,218 270,144 232,116 249,369

燃 料 552,199 552,733 494,645 518,610

自 動 車 148,604 176,463 191,442 211,834

計 2,579,305 2,555,305 2,537,952 2,612,490

生

活

資

材

食 品 類 27,725 27,851 6,656 6,682

米 5,339 5,375 180 - 

一 般 食 品 22,386 22,476 6,476 6,682

衣 料 品 3,665 2,934 3,286 6,317

電 器 製 品 36,870 42,530 45,928 56,711

日 用 保 健 雑 貨 11,440 19,653 11,202 9,163

その他生活物資 14,427 10,522 9,095 408

（電器生活　小計） （94,128） （103,491） （76,167） （79,281）

Ｌ Ｐ ガ ス 67,394 58,848 59,165 59,764

ガ ス 器 具 7,490 7,480 8,805 5,893

計 169,012 169,818 144,137 144,938

合 計 2,748,317 2,725,123 2,682,089 2,757,428

中古農機・自動車展示場



購買品供給高

飼　料
1,041,167
 (37.8%)

油・ガス器具
584,268
(21.2%)

農機具
249,369
(9.0%)

生産資材
228,014
(8.3%)

肥料
239,297
(8.7%)

電器製品
56,711
(2.0%)

農　薬
124,199
(4.5%)

生活資材
22,570　(0.8%)

供給高
2,757,428千円
(100%)自動車

211,834
(7.7%)

30年度292826 27

4,000

3,000

2,000

1,000

0

過去５ヵ年の推移
（単位：百万円）

183

2,577

2,760

2,538

169 144 145170

2,579

2,748 2,682

2,612

2,757

2,555

2,725

生産資材

生活資材

合計

供給高　合計　2,757,428千円

郷
ノ
浦

勝

本

芦

辺

石

田

本

所

（単位：千円）

15億

12億

9億

6億

3億

0

237,106

1,184,833

507,587

261,144

566,758



◆ 信　用　事　業

貯金残高は、年金相談会の開催など各種金融商品キャン

ペーンの取り組みを展開しましたが、計画を下回る残高とな

りました。

　また、今年度は昨年度に引き続き、ＪＡバンクの重点推進

項目として取り組んでいるメイン化において、昨年の石田支

所に続き、芦辺支所が県下の店舗別の１位となりました。

　貸出金は、消費税増税前の掛け込み需要ということもあり

住宅ローン・マイカーローンが増加の実績となったものの、

全体として残高計画を下回る結果となりました。

　＊信用取扱実績 （単位：千円）

項　　　目 計　　　画 実　　　績 達　成　率

貯 金 37,500,000 37,479,182 99.94%

借 入 金 4,000 3,874 96.85%

預 金 27,000,000 28,252,363 104.64%

有 価 証 券 400,000 － －

貸 出 金 7,108,000 6,481,193 91.18%

金融共済部門

年金友の会ゲートボール大会

信用取扱高

定期貯金
21,308,430
 (56.9%)

当座的貯金
15,756,246
(42.0%)

定期積金
414,506　(1.1%)

貯　金
37,479,182
千円
(100%)

長期貸出金
6,183,469
 (95.4%)

短期貸出金
297,723　(4.6%)

貸出金
6,481,193
千円
(100%)



貯　　金 貸 出 金

郷
ノ
浦

勝

本

芦

辺

石

田

本

所

（単位：千円）

11,287,701

1,876,057

7,028,801

10,572,618

1,669,171

5,379,078

3,210,984

956,114
701,587

1,278,264

120億

100億

80億

60億

40億

20億

0

貯　金　合計　37,479,182千円
貸出金　合計　 6,481,193千円

30年度2926 27 28 30年度2926 27 28

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

合計

（単位：百万円）

定期的

当座的

合計

（単位：百万円）

長期

短期

37,245

24,195

13,050

37,030

23,772

13,258

37,925

24,015

13,911

37,438 37,479

22,170 21,723

15,268 15,756

7,310

6,928

382

7,084

6,747

337

7,006 7,065

6,682 6,769

324 296

6,481

6,183

298



◆ 共 済 事 業

　組合員及び利用者の皆様一人ひとりの保障ニーズに応えるため全職員による一斉推進や共済普及

専任ＬＡを中心とした３Ｑ訪問活動に努め、コンプライアンスに留意した事業推進を展開した結

果、全体計画目標を達成する事ができました。

　また、自動車・自賠責共済の取り扱いにつきましても、代理店皆様のご協力により計画を上回る

実績を積み上げることができました。

　＊共済取扱実績

項　　　目 計　　　画 実　　　績 達　成　率

推進総合ポイント 6,184,000pt 6,604,400pt 106.80％

自 動 車 11,100台 11,983台 107.95％

自 賠 責 8,000台 8,332台 104.15％

年度末満期保有高 302億3,905万円

年度末保障保有高 1,761億0,019万円

－支 払 共 済 金－

生 命 1,070件 44,087万円

建 更 847件 31,134万円

自 動 車 他 599件 16,866万円

満期・その他 1,430件 92,113万円

年 金 92件 4,497万円

合 計 4,038件 188,697万円

◆ 旅 行 事 業

　団体旅行が減少する中、個人旅行の充実に努めましたが、計画達成には至りませんでした。

　また、３月には「笑いの休日」と題しまして壱岐に落語家を招き、島内観光や直売所をめぐるツ

アーを催行致しました。壱岐島の自然と農産物を再発見して頂くための初の試みで、島内外のお客

様共に好評の感想を頂きました。

アンパンマンキャラバン



共済契約高

郷
ノ
浦

勝

本

芦

辺

石

田

（単位：万円）
140億

120億

100億

80億

60億

40億

20億

0

436,803

808,232

625,742

1,153,128

保有高（満期）3,023,905万円

自動車
11,983
 (56.4%)

自賠責
8,332
(39.3%)

傷害　302　(1.4%)火災・賠償責任
622　(2.9%)

短期共済
（総件数）
21,239件
(100%)

保有高
（満　期）
3,023,905万円
(100%)

養老生命
480,411
 (15.9%)

建　更
1,113,313
(36.8%)

終　身
1,166,897
(38.6%)

こども　263,284　(8.7%)



　＊貯金貸出金等の年度末残高 （単位：千円）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

貯 金 37,029,691 37,925,419 37,438,039 37,479,182

預 金 27,397,503 27,752,743 27,160,364 28,252,363

貸 出 金 7,084,347 7,006,408 7,065,442 6,481,193

有 価 証 券 - 371,120 383,120 -

国 債 - 371,120 383,120 -

　＊長期共済保有高 （単位：万円）

種 類 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

生 命 総 合 共 済 8,521,983 8,091,666 7,672,057 7,322,636

終 身 4,202,191 4,214,083 4,111,292 3,999,190

定 期 生 命 109,800 107,300 91,500 87,500

養 老 3,960,315 3,538,934 3,248,166 3,027,786

こ ど も 357,540 360,790 360,310 362,070

医 療 123,290 115,390 111,640 105,440

が ん 1,000 900 900 900

定 期 医 療 共 済 109,280 96,880 89,350 82,130

介 護 16,107 18,179 19,209 19,691

年 金 共 済 32,278 33,324 33,763 33,872

開 始 前 26,915 27,957 28,601 29,420

開 始 後 5,363 5,366 5,162 4,451

建 物 更 生 共 済 10,150,173 10,174,216 10,190,053 10,287,383

共 済 付 加 収 入 28,807 27,429 28,293 26,953
（注）金額は年度末の保障金額（年金は年金金額（利率変動型年金にあっては最低保証年金額））です。

　＊短期共済新契約高 （単位：万円）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

火 災 共 済 534,471 607,380 609,820 664,591

傷 害 共 済 3,904,100 3,927,750 4,019,500 4,057,700

自 動 車 共 済 40,901 41,107 42,529 40,612

自 賠 責 共 済 7,064 7,197 7,243 7,263

合 計 4,486,536 4,583,434 4,679,092 4,770,165

共 済 付 加 収 入 12,400 12,722 13,150 13,307

（注）金額は保障金額です。ただし、自動車共済、自賠責共済は掛金総額です。



　第３次中期経営計画の最終年度として、実践の強化と取り組みの検証を行いました。

　また、信用・共済事業の大幅な収益性の低下を見込んだ経営予測を踏まえ、組合員の負託に応え

ることができる持続可能な経営基盤の確立を図るため、新たな第４次中期経営計画を策定し、事業

運営体制の再編について、組合員皆さまへのご不便、ご負担を最小限にとどめていくことを第一に

検討を重ねました。

◆ 運　営　管　理

⑴ リース牛舎やハウスの建設など営農振興施設の充実に努めました。

⑵ コンプライアンス態勢および内部管理体制の強化に取り組みました。

⑶ 固定資産の取得については以下の通りです。

固定資産の取得状況　

№ 項 目 面積及び数量
事 業 費
（税込）

補助金等 自己資金 備　　考

1
デジタルフィルムスキャナー
（金融課）

一式 864 864

2
鍵管理機（システムキーボッ
クス）（各支所・出張所）

５台 1,080 1,080 リース

3 公用車（資材課） １台 4,429 4,429 リース

4
農機具センター交流アーク溶
接機

１台 123 123

5 農機具センター天井クレーン 一式 3,456 3,456

6
農機整備工場天井用照明器具
（ＬＥＤ）交換工事

一式 852 852

7 自動ネジきり機（ガス工事） １台 184 184

8 北部ＳＳタイヤチェンジャー １台 629 629

9 ＬＰガス容器 70本 468 468

10
Ｓ 型 保 安 ガ ス メ ー タ
SY25MTle-ZL

540台 5,685 5,685 リース

11
北部農業倉庫
屋根改修工事

一式 20,736 20,736

12
共同乾燥調製施設
丸ビン（アンダス）更新

一式 2,160 2,160

13
共同乾燥調製施設
角ビン（アンダス）更新

一式 2,922 2,922

14
共同乾燥調製施設
ビッグホッパー

１基 666 666

15
共同乾燥調製施設
コンプレッサー更新

１台 369 369

企画管理部門

（単位：千円）



№ 項 目 面積及び数量
事 業 費
（税込）

補助金等 自己資金 備　　考

16 公用車（営農部） １台 1,041 1,041 リース

17
野菜集出荷場外部鋼柱塗装工
事

一式 2,009 2,009

18
野菜集出荷場アスパラガス受
入雨よけ屋根工事

一式 1,330 1,330

19
野菜集出荷場・多目的集出荷
場シャッター取替工事

一式 4,568 3,980 588

20 公用車（担い手支援室） １台 1,093 1,093

21
担い手支援室
事務所間仕切り

一式 961 961

22 公用車（畜産部） １台 984 984 リース

23
家畜市場
エアコン取替工事

一式 3,402 3,150 252

24 液体窒素保管器 ４器 592 592

25 液体窒素輸送容器 ４器 691 691

26 自家発電機（燃料課） ２台 4,894 4,514 380

27
四季菜館
バックヤード屋根取付工事

一式 704 704

28
四季菜館
倉庫シャッター取替

一式 702 702

29 フォークリフト（農業機械課） １台 550 550

30 紙幣整理機（金融課） １台 745 745

31
農産物集荷場
屋根取替工事

一式 731 731

32 混合計量機（燃料課） １基 378 （350） 28

33
アスパラガスハウス（担い手
支援室）

一式 880 880

34 ＡＴＭ更新（湯ノ本給油所） １台 2,498 2,498 リース

35 その他　少額の固定資産 ２件 215 215

合 計 73,589
11,644
（350）

61,595

なお、上記No.27～35については、前年度の総代会で承認を得ておりませんでしたが、事業運営上緊急を要すると判
断し、取得したものです。
※上記取得の内、（　）書きの補助金額については、令和元年度の受入となります。



◆ 農　政・広　報

⑴ 農　政　活　動

第８次営農振興計画の遂行とともに農業・農協改革問題に向けた農政活動を展開しました。

⑵ 広　報　活　動

広報誌「ふれあい」の定期発行、農業新聞及び各新聞への送稿、ＪＡフェスタ等の催事を通

じＪＡ運動の啓発活動を展開しました。また、フリーペーパー『Ａらしか』を年２回発行し、

農業の魅力の発信、壱岐産農畜産物のＰＲに努めました。



出　資　金
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辺

石

田

5億

4億

3億

2億

1億

0

205,772

394,294

232,700

426,142

出資金額　合計　1,258,908千円

出資金
1,273,878
 (67.0%)

利益準備金
349,200
(18.4%)

事務所建設資金積立金
90,000　(4.7%)

教育積立金
15,068　(0.8%)

事業基盤強化積立金
100,000　(5.3%)

機械装置
73,803（4.7%）

処分未済持分
△14,970　(△0.8%)

組合員資本
1,901,176千円
(100%)

土　地
810,419
（51.3％）

建　物
624,020
（39.5％）

構築物 52,534（3.3％）

車両運搬具 2,053（0.2％）
無形固定資産　1,618（0.1%）

器具・備品13,001（0.8％）

固定資産
1,579,120千円
(100%)

一括償却固定資産　1,672（0.1%）営農振興対策積立金
45,000　(2.4%)

特別積立金
33,000　(1.7%)

施設・機械等整備積立金
10,000　(0.5%)

（当期未処分剰余金を除く） （減価償却累計額を差し引いた帳簿価額）



（5）単体自己資本比率
当組合の平成31年３月31日における単体自己資本比率は10.69％です。

（6）組合が対処すべき重要な課題
部　門 当面の主要課題 実践事項等

畜 産 部 ◎繁殖雌牛頭数7,000
頭の回復
◎高齢化や担い手不足
による生産基盤の縮
小

◎ＪＡ壱岐市チャレンジ7000事業等の取り組みにより、６
年ぶりに6,000頭台を回復しています。
◎繁殖支援施設や子牛育成施設利用の推進に取り組み、受
入頭数の維持、離農の抑制に繋がっています。

営 農 部 ◎第８次営農振興計画
の実践
◎積極的な販売戦略の
策定

◎水田フル活用による園芸品目の導入により、担い手の経
営多角化が図られています。
◎集荷場の機能向上により共選機能が充実し、計画的な
集出荷が可能となり市場の信頼度が高まり有利販売に繋
がっています。

担 い 手
支 援 室

◎多様な経営体の育成
及び経営基盤の強化
に向けた総合支援体
制の整備

◎サポートセンターを支援拠点とし関係機関一体となった
研修会・相談会を実施しています。（個別支援件数：延
べ228経営体）

購 買 部 ◎生産資材の価格抑制

◎事業量の拡大

◎予約購買の拡大推進によって数量の確保を図り、仕入れ
交渉に努めています。
◎各部門と連携し、担い手や法人等への個別訪問推進を実
施し成果がでています。

金融共済部 ◎貸出金の伸長

◎共済契約者数の確保
と次世代への取り組
み

◎休日ローン相談会や業者訪問等に取り組みましたが、計
画達成には至りませんでした。
◎全職員による一斉推進とＬＡを中心とした３Ｑ訪問活動
に取り組み、計画を達成しています。

企画管理部 ◎持続可能な経営基盤
の構築

◎人材の育成・確保

◎コンプライアンス態
勢および内部けん制
機能の充実・強化に
よる不祥事の再発防
止

◎信用・共済事業の大幅な収益性の低下を見込んだ中長期
の経営収支を予測し、持続可能な経営対策を検討しまし
た。
◎引き続き、次期中期経営計画で、職員教育の強化や定年
延長の検討などに取り組んでまいります。
◎自主検査の適切な実施・役職員研修の強化等、コンプラ
イアンス意識の醸成に取り組みました。

監 査 室 ◎内部管理体制の整備 ◎内部統制の運用徹底を図るために、事務マニュアルの現
場での運用定着状況を確認するとともに、不備事項の改
善取組による内部統制強化に努めました。
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注　　記　　表
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．有価証券（株式形態の外部出資を含む。）の評価基準及び評価方法
　（1）子会社株式

移動平均法による原価法
　（2）その他有価証券
①時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの
移動平均法による原価法

　２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　（1）購買品については売価還元法に基づく原価法 ( 収益性の低下による簿価切下げの方法 ) により評価しています。
　（2）諸材料については個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しています。
　（3）その他の棚卸資産については個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しています。

　３．固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産、無形固定資産の減価償却方法は、法人税法の規定する方法と同一の基準により、有形固定資産は定率法（ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）、無形固定資産は定額法によっています。また、リース資産については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
　また、法人税法の定めにより、10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、取得価額の３分の１相当額ずつを３年間で均等償却しており、
使用期間が１年未満のもの又は取得価額が10万円未満の少額減価償却資産については全額償却しています。

　４．引当金の計上基準
　（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている経理規程、資産査定要領及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。なお、この基準に基づき、当期

は租税特別措置法第５７条の９により算定した金額に基づき計上しています。
　破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。
　実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額を引
き当てています。
 すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しており、その査
定結果に基づいて上記の引当を行っています。

　（2）賞与引当金
職員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。

　（3）退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上していま

す。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
います。

　（4）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を計上しています。

　（5）外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形式が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。

５. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

　７．計算書類に記載した金額の端数処理の方法
　記載金額は、円単位で表示しております。ただし、注記表及び附属明細書については、千円未満を四捨五入表示しており、金額千円未満の科目につ
いては、「０」で表示しています。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記
　１．固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりです。
　（1）建物及び構築物　　　　（圧縮記帳前取得額　1,984,090千円、圧縮額　601,348千円）
　（2）機械装置その他　　　　（圧縮記帳前取得額　  969,163千円、圧縮額　776,207千円）

　　　なお、上記金額は、平成18年からの圧縮記帳額です。

　２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＡＴＭ ９台、ＪＡＳＴＥＭ端末機、共済端末、長崎県ＪＡ総合情報システム、ＪＡ共済ネットワーク機器、
電話設備、給油所地下タンク、マイコンメーター、車輌関連システム、非常用発電設備などについては、リース契約により使用しています。

（平成29年度）



　（1）オペレーティング・リース
ファイナンス・リース取引以外の、所有権が当ＪＡに移転しないオペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。なお、未経過リース料は下記のとおりです。
（単位：千円）

１年以内 １年超 合　　計
未 経 過 リ ー ス 料 12,614 18,037 30,651

　　上記未経過リース料は、解約不能なオペレーティング・リース取引の未経過リース料と解約可能なオペレーティング・リース取引の解約金の合
計額です。

　（2）転リース取引を行っている場合
利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している金額

（単位：千円）

リ ー ス 債 権 359
リ ー ス 債 務 377

　３．担保に供している資産に次のものがあります。

　　　定期預金　500,000千円（為替決済にかかる担保）

　４．子会社等に対する金銭債権及び債務の総額

　　　子会社等に対する金銭債権の総額 3,834千円　

　　　子会社等に対する金銭債務の総額 －千円　

　５．農業協同組合法施行規則第204条第１項第１号ホ (2) に基づく、リスク管理債権の状況は次のとおりです。（いずれの額も、貸倒引当金控除前の金額です）

　　（1）破綻先債権　　　　　　　　　　　  　　          28,168千円

　　（2）延滞債権　　　　　　　　　　　　  　 　　　317,699千円

　　（3）３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　  　　　　 　 －千円

　　（4）貸出条件緩和債権　　　　　　　　  　　　　     4,454千円

合　計　　　　　　　　　　　　   　 　　  350,321千円

　６．「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日公布

法律第24号）に基づき、事業用土地について、次の方法により再評価を行い、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（1）再評価の方法：固定資産税評価方式

時価調整比率は1.32倍（倍率1.1、時価率1.2）

（2）再評価を行った年月日：平成12年3月31日

（2）再評価により生じた差額： 497,570千円

再評価前の土地の帳簿価額： 271,359千円

再評価後の土地の帳簿価額： 　758,077千円

なお、当該土地の年度末の時価の合計額は再評価後の帳簿価額の合計額を290,285千円下回っています。

Ⅲ　損益計算書に係る注記
　１．子会社等との事業取引及び事業取引以外の取引による取引高の総額

　（1）子会社等との取引による収益総額　　　　　　　7,801千円

うち事業取引高　　　　　　　　　　　　　　6,783千円

うち事業取引以外の取引高　　　　　　　　　1,018千円

　（2）子会社等との取引による費用総額　　　　　　　5,401千円

うち事業取引高　　　　　　　　　　　　　　4,686千円

うち事業取引以外の取引高 715千円

　２．固定資産減損会計 

　（1）グルーピングの方法と共用資産の概要

当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗については支所・本所給油所・北部給油所・湯ノ本給油所・

自動車修理工場・肥育センター・直売所を、また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）については、各固定資産をグルーピングの最小単位

としています。本所部門については、独立したキャッシュフローを生み出さないため、共用資産と認識しております。

　（2）当事業年度に減損損失を計上した資産及び資産グループの概要

場 所 用　途 種類 その他

郷ノ浦町柳田触蛭ノ元 325-1 自動車修理工場 土地

郷ノ浦町郷ノ浦下ル 122-63
土地Ａ 
賃貸用固定資産

土地 業務外固定資産

郷ノ浦町柳田触字八幡田 486-3
土地Ｂ 
遊休

土地 業務外固定資産



　（3）減損損失の認識に至った経緯

自動車修理工場については、当該店舗の営業収支が２期連続赤字であると同時に、短期的に業績の回復が見込まれないことから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失として認識しました。

　また、業務外固定資産については土地の時価が著しく下落しており、減損の兆候に該当しております。

　このうち、土地Ａの資産は賃貸用固定資産として使用されておりますが、使用価値が帳簿価額まで達しないため帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当期減少額を減損損失として認識しました。

　さらに、土地Ｂの資産は遊休資産とされていることから、処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認識しました。

　（4）減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と減損損失の内訳

金 額

自動車修理工場 3,847　千円　（土地 　3,847　千円）

土地Ａ 971　千円　（土地　　971　千円）

土地Ｂ 41　千円　（土地 　　41　千円）

合　計 4,859　千円　（土地 　4,859　千円）

　（5）回収可能価額の算定方法

自動車修理工場および土地Ａ固定資産の回収可能価額については、使用価値により測定しており、将来キャッシュフローを5.63％で割り引いて算

定しております。

　土地Ｂ固定資産の回収可能価格は正味売却価額により測定しており、その時価は固定資産税評価額により評価しております。

Ⅳ　金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項

　（1）金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の団体などへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫長崎支店へ預けて

いるほか、国債などの債券による運用を行っています。

　（2）金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金、有価証券及び営業債権である経済事業未収金であり、貸出金及び

経済事業未収金は、組合員等の契約不履行等によってもたらされる信用リスクが常に存在します。

　また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的 ( その他有価証券 ) で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市

場価格の変動リスクが常に存在します。

　（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本所に金融

共済部を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の

評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図る

ため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化

に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなど

を考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を

行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っ

ています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層

に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響

を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動

リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.19% 上昇したものと想定した場合には、経済価

値が6,190千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。



③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策
定の際に検討を行っています。

　（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　（1）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず（3）に記載しています。

( 単位：千円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預金 27,160,364 27,152,279 △ 8,086

有価証券
　その他有価証券 383,120 383,120 －

貸出金 7,065,442
　貸倒引当金（＊1） △ 213,880
　貸倒引当金控除後 6,851,562 7,194,163 342,601

経済事業未収金 560,228
　貸倒引当金（＊2） △ 54,764
　貸倒引当金控除後 505,465 505,465 －

導入牛仮払金 609,993
　貸倒引当金（＊2） △ 1,943
　貸倒引当金控除後 608,050 608,050 －

資産計 35,508,562 35,843,077 334,515
貯金 37,438,039 37,439,536 1,497

負債計 37,438,039 37,439,536 1,497

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
（＊2）各科目に対応する一般貸倒引当金付金及び個別貸倒引当金を控除しています。

　（2）金融商品の時価の算定方法
【資産】
① 預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、期間に基づ
く区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌⅰｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

② 有価証券
債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿

価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワッ
プレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定して
います。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

④ 経済事業未収金・導入牛仮払金
経済事業未収金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。
また、導入牛仮払金については、時価の算定ができないため、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

　　【負債】　
貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を時価とみなしています。また、定期性貯金については、期間に基づく
区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して算定しています。

（3）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは ( １) の金融商品の時価情報には含まれていません。
（単位：千円）

貸借対照表計上
外部出資（＊ 1） 1,880,352
合計 1,880,352

　（＊1）外部出資のうち、市場価値のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の
対象とはしていません。



（4）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
  （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預金 27,160,364
有価証券
その他有価証券のうち満
期のあるもの

383,120

貸出金（＊1，2，3） 1,082,948 630,867 675,518 601,422 484,291 3,428,472
経済事業未収金（＊4） 481,594
導入牛仮払金 43,583 112,470 87,808 190,243 174,689 1,200

合計 28,768,489 743,337 763,326 791,665 658,981 3,812,792

（＊1）貸出金のうち、当座貸越264,711千円については「１年以内」に含めております。   
また、期限のない劣後特約付貸出金217,000千円については「５年超」に含めています。

（＊2）貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等160,725千円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。
（＊3）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件1,200千円は償還日が特定できないため含めていません。

　（＊4）経済事業未収金のうち、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等78,635千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい
ません。

（5）有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯金（＊1） 34,583,769 1,418,405 986,859 198,307 250,699 －
合計 34,583,769 1,418,405 986,859 198,307 250,699 －

（＊1）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。   

　　【有価証券関係】
　（1）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
① その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

種 類 取得原価又は
償却原価 貸借対照表計上額 差　　額

貸借対照表計上額が取得原価
又は償却原価を超えないもの 国　債 396,365 383,120 △ 13,245

合 計 396,365 383,120 △ 13,245

　（2）当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

　（3）当年度中に売却したその他有価証券はありません。

　（4）当年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

Ⅴ　退職給付に関する注記
　１．退職給付に関するもの

　（1）採用している退職給付制度

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため一般財団法人　全国農林漁業団体共済会との契約による「特定退職金共済制

度」を採用しています。

　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用してい

ます。

　（2）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 401,272千円

退職給付費用 41,623千円

退職給付の支払額 △120,190千円

期末における退職給付引当金 322,704千円

　（3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　628,158千円

特定退職共済制度 △305,453千円

退職給付引当金 322,704千円

　（4）退職給付に関連する損益

勤務費用 41,623千円

退職給付費用 41,623千円



　２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第

57条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金15,012千円を含めて計上し

ています。

　なお、同組合より示された平成30年3月現在における平成44年3月までの特例業務負担金の将来見込額は 198,550千円となっています。

Ⅵ　税効果会計に関する注記
　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は次のとおりです。

繰延税金資産

退職給付引当金 89,286千円

賞与引当金 9,320千円

役員退任慰労準備金有税分 6,792千円

外部出資等損失引当金 2,629千円

年度末賞与加算 11,742千円

長期前払費用 18,937千円

償却限度超過額 6,706千円

貸倒引当金超過額 29,068千円

土地減損否認 3,003千円

移転補償費 19,718千円

その他 1,344千円

（繰延税金資産小計）   （198,545千円） 

評価性引当額 △99,205千円

（繰延税金資産合計A）    （99,339千円） 

繰延税金負債

全農・経済連合併交付金 △2,163千円

（繰延税金負債合計B）   （△2,163千円） 

繰延税金資産の純額A+B 97,176千円

　２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率 27.66％

（調整）

・交際費等永久に損金に算入されない項目 3.22％

・受取配当等永久に益金に算入されない項目 △2.80％

・利用高配当による永久に損金に算入される項目     △2.21％

・住民税均等割 1.50％

・評価性引当額の増減 △7.64％

・その他 2.26％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.61％

Ⅶ　賃貸等不動産に関する注記
　　当組合では、壱岐市において、廃止した店舗ほか、所有する不動産を賃貸等に供しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する

賃貸損益は2,848千円 ( 賃貸収益は賃貸料に、主な賃貸費用は租税公課に計上 ) であります。

　　　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
35,682 △ 971 34,711 39,197

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期増減額のうち、主な減少額は減損損失累計額（971千円）によるものです。
（注３）当期末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標にもとづく金額によっております。



注　　記　　表
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．有価証券（株式形態の外部出資を含む。）の評価基準及び評価方法

　（1）子会社株式

移動平均法による原価法

　（2）その他有価証券

①時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの

移動平均法による原価法

　２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　（1）購買品については売価還元法に基づく原価法 ( 収益性の低下による簿価切下げの方法 ) により評価しています。

（2）その他の棚卸資産・諸材料のうち、ＪＡ育成牛の期末棚卸評価については個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により

評価しています。

　３．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産、無形固定資産の減価償却方法は、有形固定資産は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法）、無形固定資産は定額法によっています。

　４．引当金の計上基準

　（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている経理規程、資産査定要領及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。

正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。

破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。

実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額を引

き当てています。

すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しており、その査

定結果に基づいて上記の引当を行っています。

　（2）賞与引当金

職員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。

　（3）退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額

を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しています。

　（4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を計上しています。

　（5）外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形式が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。

　５．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

　６．計算書類に記載した金額の端数処理の方法

　記載金額は、円単位で表示しております。ただし、注記表及び附属明細書については、千円未満を四捨五入表示しており、金額千円未満の科目につ

いては、「０」で表示しています。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記
　１．固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりです。

　（1）建物及び構築物　　　　（圧縮記帳前取得額　530,807千円、圧縮額　362,995千円）

　（2）機械装置その他　　　　（圧縮記帳前取得額　667,375千円、圧縮額　514,688千円）

　　　なお、上記金額は、平成18年からの圧縮記帳額です。

　２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＡＴＭ ９台、ＪＡＳＴＥＭ端末機、共済端末、長崎県ＪＡ総合情報システム、ＪＡ共済ネットワーク機器、

電話設備、給油所地下タンク、マイコンメーター、車輌関連システム、非常用発電設備などについては、リース契約により使用しています。

（平成30年度）



　３．担保に供している資産に次のものがあります。

　　　定期預金　500,000千円（為替決済にかかる担保）

　４．子会社等に対する金銭債権及び債務の総額

　　　子会社等に対する金銭債権の総額 849千円　

　　　子会社等に対する金銭債務の総額 376千円　

　５．農業協同組合法施行規則第204条第１項第１号ホ (2) に基づく、リスク管理債権の状況は次のとおりです。（いずれの額も、貸倒引当金控除前の金額です）

　　（1）破綻先債権　　　　　　　　　　　  　　          25,619千円

　　（2）延滞債権　　　　　　　　　　　　  　 　　　325,117千円

　　（3）３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　  　　　　 　 －千円

　　（4）貸出条件緩和債権 　　　　　　　　  　　　　     331千円

合　計　　　　　　　　　　　　   　 　　  351,067千円

　６．「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日公布

法律第24号）に基づき、事業用土地について、次の方法により再評価を行い、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（1）再評価の方法：固定資産税評価方式

時価調整比率は1.32倍（倍率1.1、時価率1.2）

（2）再評価を行った年月日：平成12年3月31日

（3）再評価により生じた差額： 503,453千円

再評価前の土地の帳簿価額： 225,905千円

再評価後の土地の帳簿価額： 　729,358千円

なお、当該土地の年度末の時価の合計額は再評価後の帳簿価額の合計額を277,532千円下回っています。

Ⅲ　損益計算書に係る注記

　１．子会社等との事業取引及び事業取引以外の取引による取引高の総額

　（1）子会社等との取引による収益総額　　　　　　　6,972千円

うち事業取引高　　　　　　　　　　　　　　5,736千円

うち事業取引以外の取引高　　　　　　　　　1,236千円

　（2）子会社等との取引による費用総額　　　　　　　4,372千円

うち事業取引高　　　　　　　　　　　　　　3,487千円

うち事業取引以外の取引高　　　　 　　　　  885千円

　２．固定資産減損会計 

　（1）グルーピングの方法と共用資産の概要

当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗については支所・本所給油所・北部給油所・湯ノ本給油所・

自動車修理工場・肥育センター・直売所を、また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）については、各固定資産をグルーピングの最小単位

としています。本所部門については、独立したキャッシュフローを生み出さないため、共用資産と認識しております。

　（2）当事業年度に減損損失を計上した資産及び資産グループの概要

場 所 用　途 種類 その他

勝本町布気触字榎川 966-10 他 給油所（湯ノ本給油所） 土地・建物他 事業用固定資産

芦辺町箱崎本村触字辻 101-3 他 給油所（北部給油所） 土地・建物他 事業用固定資産

勝本町勝本浦字新町 49
土地Ａ 
賃貸用固定資産

土地 業務外固定資産

勝本町勝本浦字本浦 88-2
土地Ｂ 
賃貸用固定資産

土地 業務外固定資産

勝本町勝本浦字本浦 105-7 ～ 10
土地Ｃ 
賃貸用固定資産

土地 業務外固定資産



　（3）減損損失の認識に至った経緯

湯ノ本給油所については、当該店舗の営業収支が２期連続赤字であると同時に、短期的に業績の回復が見込まれないことから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失として認識しました。

　北部給油所については、土地の時価が著しく下落しており、減損の兆候に該当しております。短期的に業績の回復が見込まれないことから、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失として認識しました。

　また、業務外固定資産（土地Ａ～Ｃ）については土地の時価が著しく下落しており、減損の兆候に該当しております。賃貸用固定資産として

使用されておりますが、使用価値が帳簿価額まで達しないため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失として認識しました。

　（4）減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と減損損失の内訳

金 額

湯ノ本給油所 18,957　千円　（土地 7,660　千円　建物他 11,298　千円）

北部給油所 26,579　千円　（土地 19,261　千円　建物他 7,319　千円）

土地Ａ 282　千円 （土地 282　千円）

土地Ｂ 84　千円 （土地 84　千円）

土地Ｃ 1,432　千円 （土地 1,432　千円）

合　計 47,335　千円 （土地 28,718　千円　建物他 18,616　千円）

　（5）回収可能価額の算定方法

給油所の固定資産の回収可能価額については、正味売却価格により測定しており、その時価は固定資産税評価額により評価しております。

土地Ａ～Ｃの賃貸用固定資産の回収可能価額については、正味売却価格と当該資産の２年分の回収可能価額により測定しており、その時価は固定

資産税評価額により評価しております。

Ⅳ　金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項

　（1）金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の団体などへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫長崎支店へ預けて

いるほか、国債などの債券による運用を行っています。

　（2）金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金、有価証券及び営業債権である経済事業未収金であり、貸出金及び

経済事業未収金は、組合員等の契約不履行等によってもたらされる信用リスクが常に存在します。

　また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的 ( その他有価証券 ) で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市

場価格の変動リスクが常に存在します。

　（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本所に金融

共済部を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の

評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図る

ため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化

に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなど

を考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を

行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っ

ています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層

に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響

を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動

リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.07% 上昇したものと想定した場合には、経済価

値が1,044千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。



③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策
定の際に検討を行っています。

　（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　（1）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず（3）に記載しています。

( 単位：千円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預金 28,252,363 28,246,096 △ 6,267

有価証券
　その他有価証券 － － －

貸出金 6,481,193
　貸倒引当金（＊1） △ 197,879
　貸倒引当金控除後 6,283,314 6,608,504 325,190

経済事業未収金 543,601
　貸倒引当金（＊2） △ 60,313
　貸倒引当金控除後 483,288 483,288 －

導入牛仮払金 652,978
　貸倒引当金（＊2） △ 1,831
　貸倒引当金控除後 651,148 651,148 －

資産計 35,670,113 35,989,036 318,923
貯金 37,479,182 37,488,197 9,015

負債計 37,479,182 37,488,197 9,015

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
（＊2）各科目に対応する一般貸倒引当金付金及び個別貸倒引当金を控除しています。

　（2）金融商品の時価の算定方法
【資産】
① 預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、期間に基づ
く区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌⅰｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

② 有価証券
債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿

価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワッ
プレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定して
います。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

④ 経済事業未収金・導入牛仮払金
経済事業未収金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。
また、導入牛仮払金については、時価の算定ができないため、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

　　【負債】　
貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を時価とみなしています。また、定期性貯金については、期間に基づく
区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して算定しています。

（3）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは ( １) の金融商品の時価情報には含まれていません。
（単位：千円）

貸借対照表計上
外部出資（＊ 1） 2,050,262
合計 2,050,262

　（＊1）外部出資のうち、市場価値のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の
対象とはしていません。



（4）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
  （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預金 28,252,363
貸出金（＊1，2，3） 955,790 667,300 583,323 452,551 453,472 3,222,328
経済事業未収金（＊4） 453,865
導入牛仮払金 53,303 84,171 184,891 173,940 151,584 5,090

合計 29,715,322 751,470 768,213 626,491 605,056 3,227,418

（＊1）貸出金のうち、当座貸越254,473千円については「１年以内」に含めております。   
また、期限のない劣後特約付貸出金243,000千円については「５年超」に含めています。

（＊2）貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等141,759千円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。
（＊3）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件4,670千円は償還日が特定できないため含めていません。

　（＊4）経済事業未収金のうち、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等89,735千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい
ません。

（5）有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯金（＊1） 34,259,683 1,172,509 1,456,180 254,350 336,460 －
合計 34,259,683 1,172,509 1,456,180 254,350 336,460 －

（＊1）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。   

　　【有価証券関係】

　（1）当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

　（2）当年度中に売却したその他有価証券は次の通りです。

売却額 売却益 売却損

債　券　  985,733千円　   5,346千円　　 4,905千円

合　計　  985,733千円　   5,346千円　　 4,905千円

　（3）当年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

Ⅴ　退職給付に関する注記
　１．退職給付に関するもの

　（1）採用している退職給付制度

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため一般財団法人　全国農林漁業団体共済会との契約による「特定退職金共済制

度」を採用しています。

　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用してい

ます。

　（2）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 322,704千円

退職給付費用 38,911千円

退職給付の支払額 △33,287千円

期末における退職給付引当金 328,328千円

　（3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 664,278千円

特定退職共済制度 △335,950千円

退職給付引当金 328,328千円

　（4）退職給付に関連する損益

勤務費用 38,911千円

退職給付費用 38,911千円

　２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第

57条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金15,317千円を含めて計上し

ています。

　なお、同組合より示された平成31年3月現在における令和14年３月までの特例業務負担金の将来見込額は 188,781千円となっています。



Ⅵ　税効果会計に関する注記
　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は次のとおりです。

繰延税金資産

退職給付引当金 90,844千円

賞与引当金 10,180千円

役員退任慰労引当金 8,583千円

外部出資等損失引当金 2,629千円

年度末賞与加算 5,526千円

長期前払費用 20,074千円

償却限度超過額 11,570千円

貸倒引当金超過額 30,561千円

土地減損否認 3,598千円

移転補償費 19,718千円

未払事業税 2,284千円

その他 437千円

（繰延税金資産小計）   （206,004千円） 

評価性引当額 △94,067千円

（繰延税金資産合計A）    （111,937千円） 

繰延税金負債

全農・経済連合併交付金 △2,163千円

（繰延税金負債合計B）   （△2,163千円） 

繰延税金資産の純額A+B 109,774千円

　２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率 27.66％

（調整）

・交際費等永久に損金に算入されない項目 6.01％

・受取配当等永久に益金に算入されない項目 △6.53％

・住民税均等割 3.53％

・評価性引当額の増減 △7.82％

・法人税額の特別控除（機械等） △0.84％

・増頭対策費による永久に損金に算入されない項目　  7.01％

・その他 △0.84％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.18％

Ⅶ　賃貸等不動産に関する注記
　　当組合では、壱岐市において、廃止した店舗ほか、所有する不動産を賃貸等に供しております。平成31年３月期における当該賃貸等不動産に関する

賃貸損益は2,559千円 ( 賃貸収益は賃貸料に、主な賃貸費用は租税公課に計上 ) であります。

　　　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
34,711 △ 1,798 32,913 38,035

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期増減額のうち、主な減少額は減損損失累計額（1,798千円）によるものです。
（注３）当期末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標にもとづく金額によっております。
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【ＪＡの概要】 

　１．機構図 







 



 








